
東久留米市職員の給与に関する条例新旧対照表 

改正案 現 行 

第１条から第７条の３まで （現行のとおり） 第１条から第７条の３まで （略） 

（扶養手当） （扶養手当） 

第８条 （現行のとおり） 第８条 （略） 

２ （現行のとおり） ２ （略） 

３ 扶養手当の月額は、次の各号に掲げる扶養親

族の区分に応じて、扶養親族１人につき当該各

号に掲げる額を合計して得た額とする。 

３ 扶養手当の月額は、次の各号に掲げる扶養親

族の区分に応じて、扶養親族１人につき当該各

号に掲げる額を合計して得た額とする。 

（１） （現行のとおり） （１） （略） 

（２） 扶養親族たる子（前項第２号に掲げる

扶養親族たる子をいう。以下同じ。） １

１，５００円 

（２） 扶養親族たる子（前項第２号に掲げる

扶養親族たる子をいう。以下同じ。） ９，

０００円 

４ （現行のとおり） ４ （略） 

第８条の２から第１６条まで （現行のとおり） 第８条の２から第１６条まで （略） 

（期末手当） （期末手当） 

第１７条 期末手当は、６月１日及び１２月１日

（以下この条、第１８条の２及び第１８条の３

において、これらの日を「基準日」という。）

にそれぞれ在職する職員に対して、それぞれ基

準日から起算して１５日を超えない範囲内にお

いて市長が別に定める日（第１８条の２及び第

１８条の３においてこれらの日を「支給日」と

いう。）に支給する。これらの基準日前１箇月

以内に退職し、又は死亡した職員で別に規則で

定めるものについても同様とする。 

第１７条 期末手当は、３月１日、６月１日及び

１２月１日（以下この条、第１８条の２及び第

１８条の３において、これらの日を「基準日」

という。）にそれぞれ在職する職員に対して、

それぞれ基準日から起算して１５日を超えない

範囲内において市長が別に定める日（第１８条

の２及び第１８条の３においてこれらの日を

「支給日」という。）に支給する。これらの基

準日前１箇月以内に退職し、又は死亡した職員

で別に規則で定めるものについても同様とす

る。 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分

の１２５を乗じて得た額に、基準日以前６箇月

以内の期間におけるその者の在職期間の区分に

応じて、次の表に定める割合を乗じて得た額と

する。 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、３月に

支給する場合においては１００分の２０、６月

及び１２月に支給する場合においては１００分

の１１５を乗じて得た額に、基準日以前３箇月

以内（基準日が１２月１日であるときは、６箇

月以内）の期間におけるその者の在職期間の区

分に応じて、次の表に定める割合を乗じて得た

額とする。 

在職期間 割合 

６箇月 １００分の１００ 

５箇月以上６箇月未満 １００分の８０ 

３箇月以上５箇月未満 １００分の６０ 

３箇月未満 １００分の３０ 
 

在職期間 割合 

基準日が３月１

日又は６月１日

である場合 

基準日が１２月

１日である場合 

３箇月 ６箇月 １００分の１０

０ 

２箇月１５日以

上３箇月未満 

５箇月以上６箇

月未満 

１００分の８０ 

１箇月１５日以

上２箇月１５日

未満 

３箇月以上５箇

月未満 

１００分の６０ 

１箇月１５日未

満 

３箇月未満 １００分の３０ 

 

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項の

規定の適用については、同項中「１００分の１

２５」とあるのは「１００分の７０」とする。 

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項の

規定の適用については、同項中「１００分の２

０」とあるのは「１００分の１０」と、「１０

０分の１１５」とあるのは「１００分の６５」



とする。 

４及び５ （現行のとおり） ４及び５ （略） 

第１８条から第２１条まで （現行のとおり） 第１８条から第２１条まで （略） 

 


